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って、目的志向型の行動を分析する Theory of Planned Behavir (計画的行動理論) お
よび、新しい技術の採用行動を分析する Technology Acceptance Model (技術採用モ













H6: 「主観的規範」と「実行可能性評価」の間には相関関係がある。  
H7: 「態度」と「実行可能性評価」の間には相関関係がある。 
 












本研究では H4 の検証を見送り、H 4 を除いた 10 の仮説を、クーポン配布メディアご
とのクーポン利用行為に、メディアの差異を考慮しない全般的クーポン利用行為を加


























第 1章 クーポンを含むマーケティングの現状と問題意識 .................................... 1 
第 1節 クーポン広告の展開と現状 ............................................................. 1 
第 2節 モバイルマーケティングの展開と現状 ......................................... 10 
第 3節 問題意識 ........................................................................................ 15 
 
第 2章 問題意識に関連する先行研究 ................................................................... 19 
第 1節 クーポンに関する先行研究 ........................................................... 20 
第 2節 メディアの効果に関する先行研究 ................................................ 26 
第 3節 モバイルマーケティングに関する先行研究 .................................. 28 
第 4節 消費者行動の理論的枠組み ........................................................... 32 
 
第 3章 仮説 .......................................................................................................... 37 
第 1節 メディアによるクーポンのカテゴリー化 ...................................... 37 
第 2節 仮説的モデル ................................................................................. 37 
 
第 4章 調査と分析 ............................................................................................... 43 
第 1節 調査概要 ........................................................................................ 43 
第 2節 調査結果の分析と仮説の検証 ........................................................ 45 
 
第 5章 結論と展望 ............................................................................................... 56 
第 1節 本論文のまとめ ............................................................................. 56 
第 2節 インプリケーション ...................................................................... 58 
第 3節 限界と今後の課題 .......................................................................... 60 
 










































テゴリーにおいて重要なプロモーションツールであり (Swaminathan and Bawa, 2005) 、
媒体の環境変化に順応できるプロモーション方法の一つで、かつさまざまな媒体に用い











アメリカ、中東、アフリカ) の 55 カ国を対象とする節約の手段に関する調査では、実行
している節約方法ついて調査対象者の約 40％が「クーポンの利用」と回答しており、最も












































に 10 年以上が経過した (嶋村、2000) 。「大手スーパーの西友は、解禁日の昨年の十月
一日、食品十品目のクーポン広告を掲載した。だが、実施したのは、この一回だけ。回


































































わかる。同社は 2004 年にも同様の調査5を実施しており、その調査での利用経験率の高い 
                                                   
3・調査方法：インターネットリサーチ(クロス・マーケティングアンケートモニター使用)・調査時期：2010











































び人口普及率の推移を公開している。『平成 22 年版 情報通信白書』 (総務省、2010b)
によると、平成 21 年末のインターネット利用者数は 9,408 万人 (対前年比 3.5%増) 、人






                                                   
6あらかじめ調査地域を東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県に設定し、【1】東京都内 11区、【2】都下 7市、





2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年
スーパー 10.8 10.4 11.8 11.1 16.5 15.3 21.9
百貨店 7.5 10.5 8.5 8.6 9.7 6.2 8.9
一般小売業 142.6 162.2 183.6 172.1 163.8 153.8 161.6
サービス・娯楽 239.7 262.9 249.4 234.6 255.4 252.6 238.1
不動産 28 29.4 28.4 21.9 18.7 13.1 10.9








































































「その他飲食店」22.8％、「映画館」16.7％であった (ネットエイジア、2008) 。 
チラシ広告市場の縮小を背景に、印刷業界ではクーポンの媒体をモバイルに移行する動



































クを通じた一連の行為 (Mobile Marketing Association, 2009) 」である。 
高速無線通信技術の台頭、携帯電話の普及に伴い、マーケティングコミュニケーショ
ン手段として携帯電話を利用する関心が国際的にも高まっている (Bauer et al., 2005) 。
同時に、近年の情報技術と遠距離通信の発展は多大な学術的関心をモバイルマーケティ












ト接続サービスは、1999 年 2 月、ＮＴＴドコモが「ｉモード」として提供しはじめた。
携帯電話によるインターネット接続技術の開発当時は、「携帯ネット接続は日本が世界に
先行 (『日本経済新聞』2001.6.2 朝刊) 」しており、今日でも日本のモバイル通信技術は
高度に発達している。そしてその半年後、本格的なモバイルマーケティングを実践に導
入する目的で、電通はＮＴＴドコモと共同出資で「ｉモード」サイトの広告枠を広告主
に販売する事業を行うＤ２Ｃを設立した (『日経産業新聞』2001.7.13) 。 
「ｉモード」に代表される携帯ネット接続サービスが急速に浸透したことを背景に、日
本の大手広告各社がモバイルマーケティング事業の本格展開を発表しだしたのは 2001








推移は重要な指標の一つである。図表１－５は 2000 年から 2010 年にかけて、その年の
12 月までに確認された、『携帯電話および IP 接続対応携帯電話契約数推移』9である。携
帯電話の契約台数の変化は 9 年間連続で単純増加にあり、ネットワークに接続可能な IP









グラフ化したものである。2003 年から 7 年という短期間のうちに、モバイル広告費の合 
                                                   
9各事業者が公表した数値を使用。十の単位が四捨五入されている。 





































図表１－５ 電気通信事業者協会(2000～2010)『携帯電話・PHS 契約数』より作成 



























計値は 10 倍以上に伸びており、規模拡大が急速であることがわかる。 
広告市場全体の中でも、モバイル広告は近年成長が著しい分野である。図表 1－7 は電 
通が推計した日本の総広告費 (2002 年から 20010 年まで) とモバイル広告費 (2004 年か












図表１－８は『平成 21 年通信利用動向調査』13で示される、2009 年末時点の属性別携
帯インターネット利用状況である。「60 歳未満の世代においては、6〜12 歳の世代を除い
て 6割以上の利用率となっているが、60歳以上の世代においては利用率が 5割以下 (総務
省、2010b) 」となっている。つまり利用状況は世代間で格差があり、利用者の中心は 20
～49 歳であることがわかる。言い換えれば、モバイルマーケティングの主な標的市場は比
較的若年齢層であると推察される。これに関して Junco and Mastrodicasa (2007) は、10






























































































































                                                   








な経済の発展が挙げられる。「 (1990 年から 2010 年までの) 過去 20 年間に、人類は多
くの側面で大幅に進歩した。今日の人類はより健康で長寿であり、より教育され製品や























Swaminathan and Bawa, 2005) 、クーポンを好んで利用する顧客特性の特定 (たとえば
Garretson and Burton, 2003) 、他のセールスプロモーションとの比較によるクーポンプ

















度は消費者のクーポン利用意図に関係することは明らかにされている (Bawa et al., 






広告媒体の差異が広告効果に与える影響についての研究は多い (たとえば Dijkstra, et 









の反応を理解するモデルを構築する研究も盛んに行われている (たとえば Fortin, 2000; 































































































第1節  クーポンに関する先行研究 
 
マーケティング研究の一分野としてクーポンは多大な関心を向けられてきた (Roehm 
and Roehm, 2007) 。Fortin (2000) によると、クーポン研究はその研究の焦点をどこに
当てているかという基準から以下の 2 つの領域に分けられる。領域の一方は「クーポン愛
用者としての顧客研究 (the consumer-as-couponer study) 」であり、その焦点は主に、
クーポンを好むユーザーのデモグラフィックス、サイコグラフィックスの特定に当てられ
る (たとえば Webster, 1965; Teel, Williams, and Bearden, 1980; Narasimhan, 1984; 
Bawa and Shoemaker, 1987; Levedahl, 1988) 。他方は、「クーポンの利用研究(the 
coupon usage study)」であり、その焦点は主に、消費者は実際にどのような状況下で、ど
のようにクーポンを利用するのかについての洞察と実験による仮説の検証に当てられる 
(たとえばShimp and Kavas, 1984; Bagozzi, et al., 1992) 。これら２つの領域は研究の問
題に対するアプローチ方法は異なるが、消費者のクーポン利用行為の理解を目的としてい
る点は等しい。そのため必ずしも明確に二分されるわけではなく、両領域に跨った研究も




































の分析に焦点を当てた近年の研究は、クーポン割引率の操作 (Bawa, et al., 1997) 、クー
ポンを発行する主体 (プライベートブランド／ナショナルブランド) の操作 (Buckinx, et 
al., 2004) 、対象となる製品のカテゴリーの操作  (Swaminathan, et al., 2005 16 ; 
Chiou-Wei, et al., 200817 ) がクーポン利用行為に与える影響、クーポン利用がクーポン




ン利用意図が高まる (Roehm and Roehm, 2007) ことが示されている。 
 この研究分野を俯瞰すると、研究の多くが特定の理論に倣う分析というより、データや
アンケートから探索的に利用者の特徴を分類するというアプローチをとっていることが














                                                   
164 つの製品、サービス(コーヒー、洗剤、美容サロン、オイル交換)を対象に比較している。 














この領域における研究の起源は Shimp and Kavas (1984) の研究である  (Fortin, 
2000) 。Shimp and Kavas (1984) は、Ajzen and Fishbein (1980) が提示した Theory of 
Reasoned Action: TRA18を消費者のクーポン利用行為を説明する理論的背景として応用
した実証研究を行った。そこで、クーポンに対する消費者の２つの心理的変数、すなわ
ち「行為への態度 (Attitude toward the act) 」および「主観的規範 (Subjective Norm)19 」





いう戦略上の知識をマーケターに与えた (Fortin,2000) 。 





その中で、TRA 以外に特に応用されている理論的枠組みは Theory of Planned 
Behavior : TPB である。たとえば Kang, et al. (2006) は、クーポン形態としてインター
ネットクーポンを分析の対象とし、TRA およびその拡張的モデルである TPB を理論的枠
組みとして応用して因果モデルの検証を行っている。その分析の結果では、TRA よりも
TPB の方がクーポン利用行為に対して優れた説明能力を持つことが確認されている。つま
り TPB も TRA と同様、クーポン利用行為に対する有意性が確認された理論的枠組みであ
ることがわかる。 
ここでクーポンの利用研究の傾向を把握するために、その近年の論文レビューをまとめ




























いことがわかる。消費者がクーポンを取得するメディアとしては、たとえば Shimp and 
Kavas (1984) は新聞広告のクーポン、雑誌広告のクーポン、DM クーポン、イン／オン







































見られる (たとえば Tsao and Sibley, 2004; Dijkstra, et al., 2005 )。研究対象として扱っ
ているメディアを具体的に整理する。まず、2000 年以降の関連する論文のうち、２つ以
上で扱われていたメディアは紙媒体 (Dijkstra, et al., 2005; Okazaki and  Hirose, 2009) 、
ポスター (Nysveen and Breivik, 2005; Wakolbinger, et al., 2009 )、テレビ (Ferguson 
and Perse, 2000; Kaynay and Yelsma, 2000; Brackett and Carr, 2001; Tsao and Sibley, 
2004; Dijkstra, et al., 2005) 、新聞 (Kaynay and Yelsma, 2000; Brackett and Carr, 
2001; Tsao and Sibley, 2004) 、雑誌 (Brackett and Carr, 2001; Tsao and Sibley, 2004) 、
ラジオ (Brackett and Carr, 2001; Tsao and Sibley, 2004; Nysveen and Breivik, 2005) 、
ダイレクトメール (Brackett and Carr, 2001; Tsao and Sibley, 2004) 、インターネット 
(Ferguson and Perse, 2000; Kaynay and Yelsma, 2000; Brackett and Carr, 2001; Tsao 
and Sibley, 2004; Dijkstra, et al., 2005; Nysveen and Breivik, 2005; Wakolbinger, et al., 




Okazaki and  Hirose, 2009) であった。一方、扱われる頻度は尐なかったが扱われていた
メディアは、屋外広告、店内広告、週刊誌、フリーペーパー (Tsao and Sibley, 2004) 、
カタログ (Brackett and Carr, 2001) 、百科事典 (Kink and Hess, 2008) 、イエローペー







たとえば Nysveen and Breivik (2005) は、３種類の広告媒体:インターネット広告、ポ







Brackett and Carr (2001); Tsao and Sibley (2004) が挙げられる。 
Dijkstra, et al. (2005) は、情報の受け手がメディアからの情報を処理する現象を 2 つ
の軸、すなわち「メディアの情報呈示様式 (Modality of the medium)20 」と「メディア










知的、好意的、行動意欲的反応として段階的に測定する研究は Wakolbinger, et al. (2009)
が確認される。 
この他に、ブランド再生／再認、広告再生／再認を測定する研究として Wakolbinger, et 






al. (2009) が、「媒体への態度」を測定する研究として Kaynay and Yelsma (2000);Tsao 










































(ultra-portability) 」、「空間的敏捷反応性  (location-sensitivity) 」、「単独性 
(untetheredness) 」  (Shankar and Balasubramanian, 2009) 、そして「個人性 





なく「文化的な対象」として位置付けられている(Shankar, et al., 2010)。モバイルの社会







消費者がモバイルで利用しているサービスについては、「相互作用性  (Type of 
Interactivity) 」と「プロセスの特徴 (Process Characteristics) 」の 2 つの軸から、図表











のモバイルマーケティングプログラムを実践している(Shankar, et al., 2010)。 
                                                   












Nysveen,Herbjørn, Pedersen,Per E., and Thorbjørnsen,Helge(2005) 
“Intentions to Use Mobile Services: Antecedents and Cross-Service Comparisons”





































Varnali,Kaan and Toker,Ayusegul (2010)Mobile marketing research :















「M‐マーケティングの受容と応用」研究は、先に説明した Theory of Reasoned Action 
(Ajzen and Fishbein, 1980) 、Theory of Planned Behavior (Ajzen, 1991) に加え、
Technology Acceptance Model: TAM (Davis, 1989) 、Innovation Diffusion Theory  
(Rogers, 1983) などの因果モデルを広く理論的背景として応用し、モバイルマーケティ
ングプログラムの受容行為を分析している (Nysveen, et al., 2005; Qi, Jiayin, et al., 
2009 など)。 
特に近年の「M‐マーケティングの受容と応用」研究についてその理論的背景を整理し
たところ、TAM (Davis, 1989) が頻繁に採用されていることがわかった (たとえば Pagani, 
2004; Luarn and Lin, 2005; Wu and Wang, 2005; Hsu,et al., 2008; Dickinger and 
Kleijnen, 2008) 。TAM は、特に具体的な技術やサービスの採用行為を分析するために応
用されてきた理論的枠組みである。モバイルマーケティングでは、M－コマース (Wu and 
Wang, 2005) 、写真付きメッセージ、メール、動画メッセージ、ポストカードメッセージ
(Pagani, 2004) 、モバイルバンキング (Luarn and Lin, 2005) 、MMS23 (Hsu, et al., 
2008) 、といったプログラムの受容行動を説明するために用いられている。それらの研究
の中で特に本論文と関連が深いものとして、消費者の (SMS による) モバイルクーポン利











                                                   
23


























を説明する理論的枠組みとして、Theory of Reasoned Action (論理的行動理論) 、Theory 









of Reasoned Action: TRA は Ajzen and Fishbein (1980) が提示した因果モデルであり、
本論文に関連する先行研究で頻繁に応用されていることが確認された。このモデルは次の






３つの心理的変数、すなわち「行為への態度 (Attitude toward the act) 」、「主観的規
範 (Subjective norm)25 」、「行動意図 (Behavioral intention) 」と１つの行動変数、す
なわち「行動 (Behavior) 」を構成因子し、それらの変数間の関係で示される。それぞれ
の関係は次のとおりである。あるマーケティング刺激により、対象は何らかの行為を示唆
される。対象はその行為に対し「行為への態度 (Attitude toward the act) 」を形成する
と考える。また同時に対象は、自身が生活する社会的コミュニティにおいて、マーケティ
ング刺激が示唆する行為はどのように受け入れられているか、という概念である「主観的
規範 (Subjective Norm) 」を形成する。この 2 変数は互いに独立変数として、媒介変数で
ある「行動意図 (Behavioral intention) 」、すなわち示唆される行為を実行する意志との





〈２〉Theory of Planned Behavior: TPB (計画的行動理論) 
 
たしかに「行動意図」が高まると「行動」に移る可能性が高いが、それは対象行動が消
費者の意思の管理下 (under the consumer‟s volitional control) におかれるときに限られ
る。そこで Ajzen (1985) は、個人が完全には自分の行動を意志によって統制できないと
いう状態を考慮し、TRAの拡張モデルとしてTheory of Planned Behavior: TPBを報告し
ている (図表２－５) 。TPB は、TRA を構成する 4 つの変数を引き継いでおり、それら 4
つ関係においては TAM と等しい。TPB の発展箇所は、「行動意図」および「行動」に影




為によれば TRA よりも精緻に消費者の行動を説明できる場合がある。たとえば Kang, et 
al. (2006) は、特にクーポン利用のような目的志向型の行為は、それを説明するモデルに
「実行可能性評価」を加えることでいちじるしく説明力が向上すると指摘している。 
TRA および TPB は、特定のシチュエーションに対するより精緻な行動予測を実現する
目的で、多くの研究者によって様々な拡張的変数が加えられて応用されている。Conner 
and Armitage (1998) は Theory of Planned Behavior に関する諸研究についての編年史
的レビュー論文で、それらのモデルに頻繁に加えられる重要な拡張変数として 6つ、すな







わち「顕著な信念 (belief salience) 」、「過去の行為、習慣 (past behavior/habit) 」、
「行為の実行可能性評価 (perceived behavioral control/self-efficacy) 」、「モラル (moral 













また Conner and Armitage (1998) の指摘は、拡張変数についてのみ当てはまるわけで
はない。つまり TRA および TPB において想定される基本的な変数も、行為の性質により
不適切である場合もある。たとえば、TPB を構成する「主観的規範」の役割については、
「幾分不明確であり、研究対象行動の社会的プレッシャーがほとんどない時には『主観的
規範』と『行動意図』の間に有意な関係がない場合がある (Perdarsen, 2005) 。」と指摘
されており、実際に「主観的規範」と「行動意図」に有意な関係性がないことが示された
研究もある (たとえば Dickinger and Kleijnen, 2008) 。 
 
〈３〉Technology Acceptance Model: TAM (技術採用モデル) 
 
TRA および TPB と同様に、広く応用されている行動予測モデルとして Technology 
Acceptance Model: TAM が挙げられる。TAM は、特に具体的な技術やサービスの採用行
動を説明するという目的に焦点をあてたモデルである (Davis, et al., 1989) 。これはある
技術やサービスに対して利用者が抱く 4 つ心理的変数、すなわち「知覚利便性 (perceived 
usefulness) 」、「知覚利用容易性 (perceived ease of use) 」、「利用への態度 (attitude 
toward using) 」、「利用意図 (behavioral intention to use) 」と 1 つ行動変数、すなわ
ち「実際の利用 (actual system use) 」を構成因子とし、それらの関係性から構築される







とに TAM は適切であると考えられている。 
TAM は上記のように、具体的な消費者行動の説明をそもそもの目的として構築された
モデルである。そのため TAM が応用可能と考えられる消費者行動の幅に関しては、研究




疑いなく消費者行動が影響される」ということを過度に強調している (Lin, et al., 2010) 
という指摘もある。 
以上のTRA、TPBおよびTAMは、先述のクーポン研究 (たとえばShimp, et al., 1984; 
Bagozzi, et al., 1992; Fortin, 2000; Kang, et al., 2006; Dickinger and Kleijnen, 2008 ) 、
メディア研究 (たとえば Stone, et al., 2007) 、モバイルマーケティング研究 (たとえば
Tsang, et al., 2004; Perdarsen, 2005; Nysveen, et al., 2005; Bauer, et al., 2000; 


























Theory of planned behavior
Ajzen,Icek(1991) “The Theory of Planned Behavior”
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と、それは新聞広告、雑誌広告 (Shimp and Kavas, 1984; Larochea, et al., 2003; Kang, et 
al., 2006 ) 、折り込み広告 (Bawa, et al., 1997 ;Swaminathan and Bawa, 2005) 、ダイ
レクトメール (Shimp and Kavas, 1984; Bawa, et al., 1997; Taylor, 2001; Swaminathan 
and Bawa, 2005; Kang, et al., 2006) 、インパッククーポン (Shimp and Kavas, 1984) 、
オンパッククーポン (Shimp and Kavas, 1984; Bawa, et al., 1997, Swaminathan and 
Bawa, 2005) 、店頭配布クーポン (Raghubir, 1998) 、FSI クーポン (Raghubir, 1998; 
Roehm and Roebhm, 2007) 、インターネットクーポン (Fortin, 2000; Kang, et al., 2006; 
Chiou, et al., 2008) 、モバイルクーポン (Dickinger and Kleijnen, 2008) である。 
 本論文ではこれらのクーポンを分類する軸として、クーポンの取得から償還行為までに
介在するメディアの差異を用いる。その結果、クーポンチャネルは次の３属性；紙媒体で












 第 2 章第 2節で確認したが、クーポンの利用研究ではさまざまな理論的枠組みを背景に、
すでに多くの因果モデルが提示されている。Fortin (2000) は、当時 2 つの実証研究  
(Shimp and Kavas, 1984; Bagozzi, et al., 1992) により有効性が確認されていたことを論
理的根拠として、クーポンの利用行為を説明することに適した理論的背景は TRA である
と主張した。そしてインターネットクーポンと新聞、雑誌、DM のクーポン利用行為を説
明する研究として、TRA の発展的理論である TPB を背景とする実証分析を行いその有効
性を確認している (Kang, et al., 2006) 。 
一方、Dickinger and Kleijnen (2008) はモバイルクーポンの利用行為を説明する理論的
背景として TAM を応用している。TAM で想定される心理的変数である「知覚利便性: 




















して、TPB を理論的背景とするモデルおよび TAM を理論的背景とするモデルを示す。 
































































主観的規範 (subjective norm) 
 ある消費者を取り巻く社会的環境における重要な人物 (significant peers) がクーポン利




influence; subjective norm) が一般的なクーポンの利用と有意な関係があることを確認し
ている (Shimp and Kavas, 1984; Bagozzi, et al., 1992; Kang, et al., 2006) 一方、紙媒体
のクーポンと異なり、モバイルクーポンの利用意図は社会的影響との間に有意な関係が





実行可能性評価 (perceived behavioral control) 
 行動は、ある消費者の遂行する、しないという意思とは別の要因によって制限されるこ
とがある。つまり大部分の行為は、尐なくともある程度、遂行に求められる機会や財産と






性をある程度決める (Ajzen, 1991) ことから、「実行可能性評価」が行為の実行に対して
影響することは自明である。「実行可能性評価」は TPB における重要な概念であり、クー
ポン利用行為の性質からモデルに組み込むことは極めて適切である (Fortin, 2000) 。「実
行可能性評価」と「行動意図」には正の因果関係が想定される。 
 
経済的ベネフィット (economic benefit) ／ 利用労力 (redemption effort) 
 一般的なTAMモデルにおいて「行動意図」は直接、間接的に3つの重要な構成因子、す




によって影響を受ける  (Dickinger and Kleijnen, 2008) 。「知覚利便性 : perceived 
usefulness」、「利用容易性: ease of use」はTAMの中心的な因子であると認められている
一方、調査ではその調査環境に適応するようにそれらの変数を再構築する重要性が指摘さ
れている (Kleijnen, et al., 2007) 。そこでDickinger and Kleijnen (2008) はTAMをクー
ポン利用行為に応用する目的で、「知覚利便性: perceived usefulness」を「経済的ベネフ
ィット: economic benefit」と、「利用容易性: ease of use」を「利用労力: redemption effort」
と置き換えたモデルを提示し、実証研究によりその有効性を確認している。そこで本論文
では、Dickinger and Kleijnen (2008) の置換した概念を応用する。 













い」と主張している。また Fortin (2000) は「過去の利用経験」を「意図」に先行する因
子としてモデルに組み込むことによって、より優れた意図、行動の説明が可能である場合





ここで、各モデルの因果関係を図表３－１に仮説として整理する。H1 から H7 はモデ
ル 1 における変数間の関係について、H8 から H11 はモデル 1 における変数間の関係につ
いての仮説である。 









H1 「態度」 正の因果関係 「行動意図」 H8 「経済的ベネフィット」 正の因果関係 「態度」
H2 「主観的規範」 正の因果関係 「行動意図」 H9 「利用労力」 負の因果関係 「態度」
H3 「実行可能性評価」正の因果関係 「行動意図」 H10 「利用労力」 負の因果関係 「経済的ベネフィット」
H4 「過去の行為」 正の因果関係 「行動意図」 H11 「態度」 正の因果関係 「行動意図」
H5 「態度」 正の相関関係 「主観的規範」
H6 「主観的規範」 正の相関関係 「実行可能性評価」










































応を理解することができ、本論文の目的が達成する (本章第 2 節 Study2) 。 
 本論文は海外研究を理論的背景とする実証研究であるため、調査方法や質問紙のデザイ
ンを日本で実施しても差し支えのないように適応させる必要がある。そのため、この調査






質問票は 4 つのパートで構成されている。具体的には、1. 回答者の過去のクーポン利用
経験についての質問 (問 2 a-b) 、2. シナリオを読んだ上での、そこに登場するクーポン
についての質問 (問 3a-e、問 4a-1) 、3. クーポンの利用についての回答者の社会環境的






























かる代金は１人 1000 円程度) 。お店を決めた後、そこでの食事の代金について各人 20 







用意図」については Dickinger and Kleijnen (2008) より 3 項目、「態度」については Shimp 
and Kavas (1984)より４項目、「主観的規範」については Shimp and Kavas (1984)より 4




より 5 項目 、「経済的ベネフィット」および「利用労力」については Dickinger and Kleijnen  







 ２つの仮説的モデルに直接関連する 29 項目に加え、回答者の性質を統計的に把握する
ための４つの質問項目を加えた 33 項目の質問票を用いて、首都圏の大学生 83 名 (男性 52
名／女性 31 名) を対象にプレテストを行なった。サンプル規模の都合からモバイルクー
ポンについての調査票のみを用いて実施し、その結果から質問票のワーディングや調査方
法全体を見直した。 
 この反省を活かし、最終的に「利用意図」3 項目、「行為への態度」5 項目、「主観的規
範」4 項目、「実行可能性評価」4 項目 、「経済的ベネフィット」3 項目、「利用労力」2 項
目、「過去の行為」6(2×3)項目、モデルに直接関連しない統計的情報把握のための 4 項目




 本調査は 2011 年 5 月 9 日から 5 月 18 日の 9 日間に実施した。回答者は 18 歳から 31





体の約 4 分の 3 に入手経験があった。次いで多いのが比較的古くから存在する「チラシ・
ダイレクトメール」で全体の約 57％、「PC インターネット」から入手するクーポンは全
体の 3 割強に入手経験があることがわかった。 
 つぎに、図表４－２は本調査対象の過去 1 ヶ月間のクーポン利用状況を示している。こ
こから本調査対象は日常でのクーポン利用傾向に偏りがあることがわかった。モバイルク
ーポンは比較的頻繁に利用されている一方で、インターネットクーポンの利用は著しく低













































































索的因子分析には PASW Statistics 18 を、確認的因子分析には Amos 18 をそれぞれ用い
た。 
 まず調査票で測定した 27 項目に対して最尤法による探索的因子分析を 2（モデル 1、モ
デル 2）×4 (全体＋3 メディア) に対して行った。その結果、TAM を前提とするインター
ネットクーポン以外のすべてのケースで、質問項目は期待した個別の変数として収斂し、
またいずれの 因子負荷量も基準とする 0.6 を上回り、統計的にあてはまりがよいと推察
される (Hair, et al.,2006) 。TAM を前提とするインターネットクーポンでは「態度」と
「経済的ベネフィット」が同一の因子に収斂したが、各信頼係数を測定したところ十分な
値が得られたため、両概念の類似性によるものと推測し分析を続けた。 




適合度を判断する。χ2 値は大規模サンプルによる分析ではあまり意味をなさない(Hair, et 
al., 2006)ため、本論文では Bagozzi and Yi  (1988) が推奨する CFI、TLI、RMSEA を
基準としてモデルのあてはまりを確認する (図表４－３) 。 
クーポン全体のモデルのあてはまりについてはモデル 1 が CFI=0.989、TLI=0985、
RMSEA=0.047、モデル 2 が CFI=0.994、TLI=0.991、RMSEA=0.039 であった。モバイ
ルクーポンについてはモデル 1 が CFI=0.989、TLI=0985、RMSEA=0.046、モデル 2 が
CFI=0.989、TLI=0.985、RMSEA=0.051 であった。インターネットクーポンではモデル
1 が CFI=0.986、TLI=0981、RMSEA=0.054、モデル 2 が CFI=0.986、TLI=0.981、
RMSEA=0.034 であった。従来型クーポンではモデル 1 が CFI=0.968、TLI=0956、

























χ 二乗値 139.086 66.07 76.03 50.361 89.8 38.985 125.04 78.159
CFI 0.989 0.994 0.989 0.989 0.986 0.996 0.968 0.976
TLI 0.985 0.991 0.985 0.982 0.981 0.994 0.956 0.962
RMSEA 0.047 0.039 0.046 0.051 0.054 0.034 0.076 0.078
 
図表４－３ 
全体（854名） モバイル（280名） PC（296名） 従来型（278名）
α CR AVE α CR AVE α CR AVE α CR AVE
int 0.97 1.00 0.91 0.96 0.99 0.89 0.97 0.99 0.92 0.96 0.99 0.88
atti 0.87 0.99 0.70 0.83 0.98 0.65 0.89 0.99 0.73 0.86 0.98 0.69
sn 0.84 0.99 0.65 0.88 0.99 0.72 0.83 0.98 0.63 0.82 0.98 0.62
pbc 0.90 0.99 0.76 0.92 0.99 0.79 0.89 0.99 0.76 0.87 0.99 0.71
全体（854名） モバイル（280名） PC（296名） 従来型（278名）
α CR AVE α CR AVE α CR AVE α CR AVE
int 0.97 1.00 0.91 0.96 0.99 0.89 0.97 0.99 0.92 0.96 0.99 0.88
atti 0.87 0.86 0.70 0.83 0.98 0.65 0.89 0.99 0.73 0.86 0.98 0.69
eb 0.80 0.99 0.69 0.81 0.97 0.69 0.80 0.98 0.70 0.78 0.97 0.69
re 0.85 0.98 0.81 0.83 0.93 1.03 0.85 0.96 0.79 0.88 0.97 0.82









α、確定的因子分析の因子得点から CR (Construct Reliability) および AVE (Average 
Variance Extracted) を算出した (図表４－４) 。いずれの値も基準を満たしており (Hair, 





 まずモデル 1 (図表４－５) から考察する。メディアの差異を考慮しない全体的クーポン
利用意図については、因果モデルの仮説的関係すなわち H4 を除く H1 から H7 はすべて
指示された。続いて、メディアごとの分析結果を整理する。仮説がすべて支持されたのは
モバイルクーポンにおいてのみであった。インターネットクーポンでは H2 は棄却、また
従来型クーポンでは H2、H3 が棄却された。 
つぎにモデル 2 (図表４－６) を考察する。メディアの差異を無視した全体的クーポン利


















全体 モバイル PC 従来型
H1 「態度」 正の因果関係 「行動意図」 ○ ○ ○ ○
H2 「主観的規範」 正の因果関係 「行動意図」 ○ ○ × ×
H3 「実行可能性評価」 正の因果関係 「行動意図」 ○ ○ ○ ×
H4 「過去の行為」 正の因果関係 「行動意図」 検証せず
H5 「態度」 正の相関関係 「主観的規範」 ○ ○ ○ ○
H6 「主観的規範」 正の相関関係 「実行可能性評価」 ○ ○ ○ ○
H7 「態度」 正の相関関係 「実行可能性評価」 ○ ○ ○ ○
モデル2
H8 「経済的ベネフィット」 正の因果関係 「態度」 ○ ○ ○ ○
H9 「利用労力」 負の因果関係 「態度」 ○ ○ ○ ○
H10 「利用労力」 負の因果関係 「経済的ベネフィット」 ○ × × ○












あるほど「行動意図」が強まる) の係数の値は 0.412 を、H2 (「主観的規範」が好意的で
あるほど「行動意図」が強まる) の係数の値は 0.202 をそれぞれ示しており、共に 1%水
準で有意、また H3 (「実行可能性評価」が高いほど「態度」が好意的になる) の係数の値
は 0.12 を示しており、5%水準で有意な関係が確認された。 
H5、H6、H7 はそれぞれ「態度」と「主観的規範」、「主観的規範」と「実行可能性評価」、
「態度」と「実行可能性評価」の相関関係を明らかにするものであった。H5 (「態度」と




「実行可能性評価」の間には相関関係がある) の係数の値は 0.354 を、H7 (「態度」と「実
行可能性評価」の間には相関関係がある) の係数の値は 0.264 をそれぞれ示しており、す
べて 1%水準で有意な関係が確認された。したがって H4 を除く H1 から H7 はすべて支持
された。 
 




が強まると「態度」が好意的になる) の係数の値は 0.548 を、H9 (「利用労力」を強く感
じると「態度」が非好意的になる) の係数の値は-0.24 をそれぞれ示しており、共に 1%水
準で有意な関係が確認された。 
一方、H10 (「利用労力」を強く感じると「経済的ベネフィット」が弱まる) の係数の値
は 0 を示しており、10％水準でも有意な関係は確認されなかった。 






モデル 1: TPB 
部分的に支持されている。H1、H2、H3 はそれぞれ「態度」、「主観的規範」、「実行可能
性評価」と「行動意図」の直接的関係を明らかにするものであった。H1 (「態度」が好意
的であるほど「行動意図」が強まる) の係数の値 0.492 は 1%水準で有意な関係が確認さ
れたが、H2(「主観的規範」が好意的であるほど「行動意図」が強まる)の係数の値 0.041
は 10%水準でも有意な関係が確認されなかった。H3 (「実行可能性評価」が高いほど「態
度」が好意的になる) の係数の値 0.168 は 1%水準で有意な関係が確認された。 
H5、H6、H7 はそれぞれ「態度」と「主観的規範」、「主観的規範」と「実行可能性評価」、
「態度」と「実行可能性評価」の相関関係を明らかにするものであった。H5  (「態度」
と「主観的規範」の間には相関関係がある) の係数の値 0.746、H6 (「主観的規範」と「実
行可能性評価」の間には相関関係がある) の係数の値 0.511、H7 (「態度」と「実行可能
性評価」の間には相関関係がある) の係数の値 0.39 は 1%水準で有意な関係が確認された。











が強まると「態度」が好意的になる) の係数の値は 0.684 を、H9 (「利用労力」を強く感














的であるほど「行動意図」が強まる) の係数の値 0.468 は 1%水準で有意な関係が確認さ
れたが、H2 (「主観的規範」が好意的であるほど「行動意図」が強まる) の係数の値 0.155、




「主観的規範」の間には相関関係がある) の係数の値 0.562、H6 (「主観的規範」と「実
行可能性評価」の間には相関関係がある) の係数の値 0.517、H7 (「態度」と「実行可能
性評価」の間には相関関係がある) の係数の値 0.397 は 1%水準で有意な関係が確認され
た。したがって H4 を除く H1、H5、H6、H7 は支持され、H2、H3 は棄却された。 
 




ると「態度」が好意的になる) の係数の値は 0.504 を、H9 (「利用労力」を強く感じると





また H10 (「利用労力」を強く感じると「経済的ベネフィット」が弱まる) の係数の値
は-0.27 を示しており、1％水準で有意な関係が確認された。 
H11 (「態度」が好意的であるほど「行動意図」が強まる) の係数の値は 0.611 を示して











































































て Technology Acceptance Model の有意性が示されていることを確認した。 
第 3 章では、第 2 章の先行研究の成果を受けて、①クーポン利用行為について、Theory 
of Planned Behavior をベースとして「態度→行動意図」、「主観的規範→行動意図」、「実
行可能性評価→行動意図」、「過去の行為→行動意図」という消費者の情報処理構造が成り
立つ、②クーポン利用行為について、Technology Acceptance Model をベースとして「経
済的ベネフィット→態度」、「利用労力→態度」「利用労力→経済的ベネフィット」、「態度
→行動意図」という消費者の情報処理構造が成り立つという、大きく 2 つの研究仮説を設
定し、それらの関係から構成される 2 つの因果モデルを提示した。モデル 1 は 5 つの潜在
変数から構成され、「行動意図」が他の変数から影響を受ける仮説を４つ、「態度」、「主観
的規範」、「過去の行為」が「行動意図」に与える影響の仮説を 1 つ、「実行可能性評価」
































アを考慮しないクーポン全般の利用行動が Theory of Planned Behavior および
Technology Acceptance Model に基づく因果モデルによって説明できることを示した点で
ある。具体的には、Kang, et al. (2006) が従来型クーポンおよびインターネットクーポン
の利用行動について示した「態度→行動意図」、「主観的規範→行動意図」、「実行可能性評






















費者の特性 (Bawa, et al., 1997; Swaminathan and Bawa, 2005) 、額面の割引率 (Bawa, 
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